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X  (原告）は、放送法に基づき設置され公共放送を行うことを目的とするY 協会 











委託業務を計画的に遂行するため、各 期 （2 か月）ごとに、Y の要請する目標達成 
を踏まえて当期の業務計画表を作成し、当期業務の開始日までにY に提出すること 











Y は、平成19年度第3 期以降、本件解約に至るまで、Xに対する特別指導を実施 
していたが、Y は、平成24年 2 月 1 日、Xに対し、本件契約15条 2 項に基づき同年 












「労基法上の労働者とは、『職業の種類を問わず、事業又は事務所（以 下 「事業」 
という。）に使用される者で、賃金を支払われる者』（同法9条）とされており、労 







































































れていない」から、「Y の行った本件解約は、労契法17条 1項に規定する「やむを 
得ない事由」に該当しないばかりか、Y 自身の定めた手続要件を満たしていないか 
ら、無効といわざるを得ない」。
Ⅳ. 上述のとおり、「本件解約は無効であるから、Y は、平成24年 3 月 1 日以降の 
未払賃金の支払義務を免れない」が、「Xは 、・・・本件において労契法18条及び19 
条に係る主張をしていない」から、本件契約は、同年3 月31日の経過をもって終了 
しているため、「Xの請求は、同年3 月 分 （同年4 月末日支払）までは理由がある 

































1) 労働契約法の制定過程については、荒 木 尚 志 ・菅 野 和 夫 ・山川隆一 『詳 説 労 働 契 約 法 （第 2 
版)』（有 斐 閣 ・2014年）42頁以下を参照。なお、2012年の改正においては、有期雇用に関す 
る無期雇用への転換ルールが新たに加えられるなど、単なる判例法理の制定法化を超えた新 
たな労働契約における規範の設定へとシフトしてきているといえよう。
2 )  この点につき、集団的労働関係法上の労働者については、その代表的立法である労働組合法 
上 の 定 義 が 「こ の 法 律 で 「労働者」 とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他これに準 
ずる収入によつて生活する者をいう。」 と規定されており、 「使用される者」という労基法の 
定義とは異なっているため、プロ野球選手や僧侶など、労基法上は労働者と認められないよ 
うな者に対して、労組法上の労働者と認める余地があることに留意が必要である。
3) 労働基準法研究会報告「労働基準法上の『労働者』の判断基準について」（1985年 12月19日）。 
本報告書について現在参照可能なものとして、厚生労働省のウェブサイト http://w w w . 
m h l w .go .jp/stf/shingi/2r9 8 5 2 0 0 0 0 0 0 x g b w -att/2r9 8 5 2 0 0 0 0 0 0 xgi8 .pdfに 掲 示 さ れ て  















Ⅱ. N H K の受信料金等の徴収を委託する契約については、近年、多くの法的紛 
争が多く生じており、本件のほかにも、盛岡5）、東京6）、前橋7）などにおいて委託 
契約解除の有効性が争われている。これらの裁判例では、N H K 西東京営業セン 






4)　関 西 医 科 大 学 （未払賃金）事 件 ・大阪高判平14.5.9労判831号28頁、新宿労基署長事件・東京
高判平 14.7.11労判882号 13頁、池袋職安所長事件・東京地判平16.7.15労判880号100頁など。
5)　N H K 盛 岡 放 送 局 （受信料料金等受託者）事 件 ・仙台高判平16.9.29労判881号 15頁。
6)　N H K 西 東 京 営 業 セ ン タ ー （受信料料金等受託者）事件東京地判平 14.11.18労判868号81頁
[第一審]、東京髙判平15.3.27労判868号75頁 [控 訴 審 ]。
7) N H K 前橋放送局事件・前橋地判平25.4.24労旬1803号50頁。





























9)上記の裁判例に関する評釈としては、盛岡事件判決に関して、小 西 康 之 「N H K と受信料金 
等受託者との間の委託契約の法的性質」ジュリ1314号 161頁 （2006年)、西東京営業センター 
事件控訴審判決に関して、 中 内 哲 「N H K 受信料金等受託者に対する即時解約の法的是非」 
法時77巻 5 号 118頁、大濱寿美・判夕1184号280頁 （2011年)、前橋事件判決に関して、萬井隆 
令 「業務委託契約と受託者の『労働者』性」龍法46巻 1 号355頁 （2013年)、土 田 道 夫 「N H K  
受託業務従事者の労契法・労組法上の労働者性」季労246号68頁 （2014年）などがある。
10) 小 西 ・前掲評釈162-163頁、土 田 ・前掲評釈73-74頁。





















































13) この点に関して論じたものとして、 田 思 路 『請負労働の法的研究』 （法律 文 化 社 ・2010年)、 
柳 家 孝 安 『現代労働法と労働者概念』 （信 山 社 ・2005年)、島田陽一 「雇用類似の労務供給契 
約と労働法に関する覚書」下 井 古 希 『新時代の労働契約法理論』 （2003年)、鎌 田 耕 一 「契約 
労働者の概念と法的課題」学会誌労働法102号128頁 （2003年)、永 野 秀 雄 「『契約労働者』保 
護の立法的課題」学会誌労働法102号 108頁 （2003年）などがある。



























15) 島 田 ・前掲註13）論文61頁以下。
16) 下 井 隆 史 『労 働 基 準 法 （第 4 版)』 （有 斐 閣 ・2007年）30頁。















19) この点に関しては、川口・ 前掲 註 3 ）書23頁以下において詳細な検討を行っている。
